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福岡市

春 日 市 の 概 況
概 要

春日市は、「弥生銀座」と呼ばれ、弥生時代

の遺跡が市内各所に点在しています。また、江戸

時代に灌漑用に造られた数多くの溜池が街に潤

いを与える自然環境に恵まれ、また福岡市の南側

に隣接する住宅都市です。

面積は14.15ｋ㎡で、東西４ｋｍ、南北５.

３ｋｍのひし形に近い円形をした福岡県下最小

の市で、九州地方では１番目に人口密度が高い

（※）地域です。

※令和2年国勢調査による

沿 革

明治２２年４月１日、町村制施行により那珂郡の一部であった上白水村、下白水村、小倉
な か かみしろうず しもしろうず こくら

村、須玖村、春日村の５村が合併し、春日村と改称。当時は、戸数４１６戸、人口２,３８９
す ぐ

人の純農村地域でした。

大正１３年、現在の西鉄天神大牟田線の開通に伴い、春日原駅が開設され、駅前には野球
かすがばるえき

場やラグビー場、テニスコート、競馬場などが設けられ、大変にぎわいました。その後昭和

に入り戦時体制が強くなると、小倉兵器廠（兵器工場）などが設置され、戦後は米軍基地や
しょう

陸上自衛隊基地なども新設されるなど、村勢は大きく変化しました。

昭和２８年１月１日、町制施行により春日町と改称し、昭和３２年には福岡県施行の春日

原土地区画整理事業が完了しました。この頃から福岡都心部から近距離であることや、都心

部に比べて生活環境が良好であるため、都心部勤労者の「住宅都市」として急激に人口が増

加してきました。

昭和４７年４月１日、３万人市制特例法により市制を施行し、春日市と改称しました。同

年６月に返還された米軍基地跡地には、福岡県営春日公園や福岡県立春日高校、九州大学大

学院、優良な住宅地などが整備されました。「健康と文化の公園都市」の創造を標榜し、令和

２年度に「住みよさ実感都市 かすが」を目指す第６次総合計画を定め、現在に至っていま

す。

市町村制施行 年 月 日 世帯数(世帯) 人口（人） 人口密度(人/ｋ㎡)

村制施行 明治２２年４月1日 ４１６ ２，３８９ １６８

町制施行 昭和２８年１月１日 ２，９４３ １４，０７６ ９９４

市制施行 昭和４７年４月１日 １３，９４７ ４５，０１６ ３，１８１

現 在 令和８年４月１日 ５２，０１０ １１１，６０６ ７，８８７

西鉄春日原駅
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議 会 の 構 成

議員定数・現員数

定数 ２０人

現員数 ２０人

任期 令和５年５月１日～令和９年４月３０日

党派別 （令和８年３月３１日現在）

会派別 （令和８年３月３１日現在）

※ 会派に所属しない議員は６名

年齢別 （令和８年３月３１日現在）

最年少３５歳、最年長７９歳、平均年齢６０.２歳

当選回数別 （令和８年３月３１日現在）

構 成
議会運営委員会

総務企画委員会
市民共生委員会
こども文教委員会

広報特別委員会
予算審査特別委員会
決算審査特別委員会
補正予算審査特別委員会

各会派代表者会議
全員協議会
議員厚生会理事会

党 派 公 明 党 日本共産党 れいわ新選組 日本維新の会 無 所 属

人 数 ４ １ １ １ １３

会 派 春陽会 春令会 創政会 公明党 翔春会 明社会

人 数 ２ ２ ２ ４ ２ ２

年 齢 ３０～３９ ４０～４９ ５０～５９ ６０～６９ ７０～

人 数 ２ １ ５ ８ ４

回 数 １回 ２回 ３回 ４回 ５回 ６回 ７回

人 数 ６ ３ ５ ５ １ ０ ０

議

会

常任委員会

諸会議

特別委員会
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常任委員会の所管事項 （令和８年３月３１日現在）

本会議開催状況（定例会） （令和７年）

本会議開催状況（臨時会） （令和７年）

名称 定数 所 管 事 務

総務企画 ８人

経営企画部の所管に属する事項

総務部の所管に属する事項

会計管理者及び監査委員の所管に属する事項

選挙管理委員会の所管に属する事項

都市整備部の所管に属する事項

他の委員会に属しない事項

市民共生 ６人
市民部の所管に属する事項

地域共生部の所管に属する事項

こども文教 ６人

協働推進部の所管に属する事項

農業委員会の所管に属する事項

こども支援部の所管に属する事項

教育委員会の所管に属する事項

会 期 会期日数
本会議

日数
傍聴者数 延べ会議時間

定例会

2月２１日～ ３月２１日 ２９日 6日 ４４人 １２時間２７分

6月 ５日～ 6月２３日 １９日 5日 ４８人 １２時間２７分

9月 １日～ 9月２５日 ２５日 5日 ４４人 １１時間１０分

１２月 １日～１２月１７日 １７日 5日 １９人 １０時間３１分

合 計 ９０日 ２１日 １５５人 ４６時間３５分

会 期 会期日数
本会議

日数
傍聴者数 延べ会議時間

臨時会

１月２１日～ １月２１日 １日 １日 ０人 １３分

３月２８日～ ３月２８日 １日 １日 ０人 １３分

５月１５日～ ５月１５日 １日 １日 ０人 ２７分

合 計 ３日 ３日 ０人 ５３分
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議会事務局 （令和８年３月３１日現在）

機構・職員数
定数 ７人
現員 ６人
事務局長（１）――議事課長（１）――議事担当係長（１）――議事担当（３）

議決事件及び議決の態様（令和7年）

（１）市長提出付議事件

① 種類別 ② 議決態様別

（２）議員提出（委員会提出含む）付議事件

① 種類別 ② 議決態様別

区 分 件 数

地方自治法

第９６条

議決事件

条 例 ３０

予 算 ３１

決 算 ６

上記以外（15号除く） ５

その他の案件

（法９６条１５号含む）
１０

専 決 処 分 案 件 ２

計 ８４

区 分 件 数

原 案 可 決 ６４

修 正 可 決 ０

否 決 ０

同意・認定・承認 ２０

不同意・不認定・不承認 ０

審議未了・撤回・その他 ０

翌 年 へ 継 続 ０

計 ８４

区 分 件 数

原 案 可 決 １２

修 正 可 決 ０

否 決 ０

同 意 ０

審議未了・その他 ０

翌 年 へ 継 続 ０

計 １２

区 分 件 数

条 例 ０

規 則 ０

意 見 書 ５

決 議 ０

そ の 他 ７

計 １２
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会議日数（令和７年）

常任委員会（令和７年）

特別委員会（令和７年）

議会運営委員会

全員協議会・各会派代表者会議

名 称
委 員 会 開 催 日 数

行政視察 合 計
会期中 閉会中 小 計

総 務 企 画 １８日 １０日 ２８日 ３日 ３１日

市 民 共 生 ２０日 １１日 ３１日 ２日 ３３日

こども文教 １６日 ９日 ２５日 ２日 ２７日

計 ５４日 ３０日 ８４日 ７日 ９１日

名 称
委 員 会 開 催 日 数

行政視察 合 計
会期中 閉会中 小 計

予 算 審 査 ６日 ０日 ６日 ０日 ６日

決 算 審 査 ５日 ０日 ５日 ０日 ５日

補正予算審査 ７日 ０日 ７日 ０日 ７日

広 報 特 別 ８日 ８日 １６日 ３日 １９日

計 ２６日 ８日 ３４日 ３日 ３７日

名 称
委 員 会 開 催 日 数

行政視察 合 計会期中 閉会中 小 計

議 会 運 営 １４日 １７日 ３１日 ３日 ３４日

名 称 人数 所 管 事 項 開催日数

全 員 協 議 会 ２０人 一部事務組合議会の報告等 １５日

各会派代表者会議 ８人 意見書案の調整、会派に関すること等 １３日
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議会運営委員会

概 要 平成３年６月から法定の委員会として設置。おおむね、定例会中に２回、議会
閉会中に月１回の間隔で開催し、議会運営の全般について協議を行っている。

構 成 委員は、２人以上の所属議員を有する会派から所属議員数に応じて選出し、７
人で構成。正副議長は委員外議員として出席する。

所管事項 ①会期日程に関すること
②議事の進行に関すること
③議案等の委員会付託に関すること
④議員提出議案、意見書案及び決議案の取扱いに関すること
⑤議会人事に関すること
⑥各種委員の推薦に関すること
⑦その他議会運営に必要な事項に関すること など

広報特別委員会

概 要 平成１２年9月に議会報編集特別委員会として法定化。委員会は原稿等の校閲
を行い、記事に対し責任を負う。また、ホームページに関する管理及び調査研究
を行う。
原稿の作成については、一般質問は質問者、委員会審査報告は編集委員、行政
視察報告は常任（議運）委員長、会派視察報告は会派代表、市議会の評価は議運
委員長が作成する。
議会事務局職員は、原稿・写真撮影・レイアウト・校正などの事務を処理する。
なお、令和元年度に広報広聴委員会へ、令和５年度に広報特別委員会へそれぞ
れ名称を改めた。

構 成 委員は、総務企画委員会から２名、市民共生委員会及びこども文教委員会から
各１人を選出し構成。

各会派代表者会議

概 要 平成７年６月の会派制導入に伴い設置され、会派間の意見調整、連絡及び協議
等を行っている。

構 成 議長、副議長及び各会派の代表者で構成。

協議事項 ①会派に関すること
②議会に関する申し合わせに関すること
③意見書案及び決議案の調整に関すること
④その他協議を必要と認めること

議員厚生会理事会

概 要 議員厚生会理事会は、会員（春日市議会議員）の福利厚生並びに資質向上を図
り、もって議会の円滑な運営に寄与するために設置している。

構 成 理事は、各会派及び無会派から１人を選出し、７人で構成。
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一部事務組合議会

委員会の傍聴
委員会は、条例により原則公開としている。

委員会の傍聴状況 （令和７年）

公聴会の実施状況

参考人の出席

名 称 任 期 人 数

春日那珂川水道企業団議会 ４年 ５人

春日・大野城・那珂川消防組合議会 ４年 ３人

春日大野城衛生施設組合議会 ４年 ３人

筑慈苑施設組合議会 ４年 ２人

筑紫自治振興組合議会 ２年 １人

福岡都市圏南部環境事業組合議会 ４年 ２人

委 員 会 名 傍聴者数

総 務 企 画 委 員 会 ３人

市 民 共 生 委 員 会 １人

こども文教委員会 ０人

議会運営委員会 ３人

広報特別委員会 ０人

予算審査特別委員会 ０人

決算審査特別委員会 ０人

開 催 日 委員会 件 名
公 述 人

賛成者 反対者

昭和５１年１２月１１日 総 務 都市計画税の創設について ３人 ３人

昭和５５年 ２月 ９日 文教経済 大規模小売店舗の進出について ５人 ５人

開 催 日 委員会 件 名 人 数

令和３年 １月 ８日 議会運営
春日市放課後児童クラブに関する一部の市

議の活動内容について
２人
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議 案 審 議

議案配付と提案理由の説明
定例会初日に上程される議案の配付は、招集日の５日前（３月定例会は７日前）までに行う。

考案
定例会初日の本会議終了後に、全議員で議案の概要について説明を受けているもの。

議案等の質疑
議案に対する質疑は本会議２日目に行う。

質疑者は、あらかじめ議長に発言通告書を提出しなければならない。

質疑の回数は、３回までとする。（時間制限なし）

議案付託
議案は、原則として所管の常任委員会に付託する。議案内容によっては、特別委員会に付託

する。議員提出議案等は、委員会付託を省略することもある。

委員会別議案付託件数（市長提出分）

予算・決算の審査方法
当初予算

一 般 会 計 ３月定例会で予算審査特別委員会を設置し、付託する。

特別会計及び企業会計 ３月定例会で所管の常任委員会に付託する。

補正予算

一 般 会 計 補正予算審査特別委員会に付託する。

特別会計及び企業会計 所管の常任委員会に付託する。

決 算

一 般 会 計 ９月定例会で決算審査特別委員会を設置し、付託する。

特別会計及び企業会計 ９月定例会で所管の常任委員会に付託する。

総務文教 市民厚生 地域建設 議会運営 特 別 省 略 合 計

３年 ３４ ３０ １２ ０ ４ ０ ８０

４年 ４３ ３７ １５ ０ ３ ０ ９８

５年（３月まで） １０ １２ ６ ０ ２ ２ ３２

総務企画 市民共生 こども文教 議会運営 特 別 省 略 合 計

５年（４月から） ２４ １６ １１ ０ １ １４ ６６

６年 ４４ ３２ ５ ０ ３ ７ ９１

７年 ４３ ２１ ６ ０ ９ ５ ８４
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意見書・決議

意見書案・決議案の提出

意見書案・決議案は、提出者が案文を作成する。

請願の願意に基づく意見書案・決議案の提出については、紹介議員が案文を作成する。

請願・陳情・要望等

紹介議員
議長は、紹介議員にならない。

委員長は、自己が所属する委員会の審査事項となる請願の紹介議員にならない。

議員は、自己が所属する委員会の審査事項となる請願の紹介議員になることを差し控える。

締切日
定例会開会日の翌日以降に受理した請願は、次の定例会に上程する。

審査方法
（請願）

請願文書表を作成して、全議員及び執行部に配付する。

所管の委員会に付託し、審査後、本会議で審査結果の報告、採決となる。

（陳情・要望等）
陳情・要望書等の写しを、全議員及び執行部に配付する。

所管の委員会に送付し、委員会で積極的に論議し、その結果を文書で議長に報告する。

審査結果の通知
請願の審査結果については、すべて請願者（複数の場合は代表者）に文書で通知する。

なお、請願の願意に基づいた意見書や決議が可決されたときは、その写しを同封する。

請願、陳情・要望等件数（令和７年）

総務企画 市民共生 こども文教 議会運営 特 別 合 計

請 願 1 0 ０ ０ ０ １

陳情・要望等 0 １ ０ 2 ０ 3

合 計 １ 1 ０ 2 ０ 4
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一 般 質 問

質問通告書
質問通告書の受付は、定例会前に開議する議会運営委員会の日の前日の午前１０時から、定

例会前に開議する議会運営委員会の日の翌日の午後４時まで。

締切後、一般質問通告一覧表を作成し、議員、執行部及び傍聴者に配布している。

代表質問は行っていない。

発言順位
発言順位については、定例会前に開議する議会運営委員会の日の翌日の午後４時３０分に開

催される調整会議で決める。

発言の方法
発言の方法は、一括質問方式と一問一答方式の選択方式。

一括質問方式は、１項目につき３回以内（再々質問まで）。

質問時間は３０分以内。

関連質問は許可しない。

発言場所
質問者は、１回目は登壇、２回目以降は質問席で行う。

答弁者は、すべて登壇。

一般質問者数・項目数 （令和７年）

定例会 質問者数 項目数
延べ時間

（答弁を含む）

３月 １３人 １４項目 ８時間２８分

６月 １７人 ２２項目 １０時間５５分

９月 １３人 １４項目 ８時間３５分

１２月 １２人 １４項目 ８時間０３分

合 計 ５５人 ６４項目 ３６時間０１分
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議 会 の 情 報 提 供 等

本会議及び委員会の会議録
本会議の会議録については、音声データを事業者に渡し、反訳から製本（５０部）までを委
託している。次回の定例会開会前までに作成し、製本した会議録は、各議員、執行部（部長職
以上）、情報公開コーナー、西出張所、図書館に配付している。また、会議録は、市議会のウェ
ブサイトから検索システムで閲覧することができる。
各委員会の会議録については、音声データを事業者に渡し、反訳の作成のみ委託している。
なお、平成２９年3月1日以降に開かれた委員会の会議録については、市議会のウェブサイト
で閲覧することができる。
予算（令和８年度当初） 会議録作成業務委託料（※委員会記録委託料も含む）6,455千円
予算（令和８年度当初） 会議録検索システム使用料 660千円
予算（令和８年度当初） 会議録検索システムデータ更新業務 817千円

市議会だより
創 刊 昭和４７年６月１日
発行回数 年４回
発行日 次回定例会開催月（３・６・９・１２月）の１日
規格・ページ Ａ４判・平均１６ページ（全ページ４色カラー）
印刷部数 約５３，２００部（１回当たり）
配布対象 配送委託により市内全世帯、事業所等に配布
予算（令和８年度当初） ４，１２０千円

本会議録画映像の配信状況
本会議の録画映像をYouTubeにより配信している。（平成２８年１２月定例会から配信開始。
作業は事務局職員が対応している。）

本会議ライブ映像（生中継）の配信状況
ケーブルテレビと市役所１階市民ロビーにおいて、本会議の様子を放映している。
令和３年６月定例会から、YouTubeでライブ配信を開始している。

議会棟の主な改修状況
平成４年に、現在の春日市役所行政棟及び議会棟が完成し使用を開始した。
平成２６年９月～１１月にかけて議場の放送設備を改修し、赤外線マイク、タッチパネルシ
ステム、大型モニターなどを設置した。（事業費：３１，６９８，０００円）
平成２９年８月～１１月にかけて全員協議会室のマイク等音響設備を改修した。（設計監理業
務委託料： ４９６，８００円、工事金額： ６，６４２，０００円）

会議資料のペーパーレス化
令和３年６月定例会から議員１人につき１台のタブレットを貸与し、議案説明資料等をデー
タで閲覧することとした。（令和３年９月定例会から、紙資料の配付を原則廃止している。）
タブレット端末の貸与は令和６年３月末で廃止し、政務活動費で端末購入代を半額（75,00
0円を上限）充当可能とした。

声の広報の発行
ボランティア団体により、録音による声の「かすが市議会だより」が発行されている。

市内の視覚障がい者９世帯に配布している。
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定例会ポスターの掲示及び一般質問通告一覧表の配布
公民館、市内の郵便局及び金融機関に、定例会のポスターと一般質問通告一覧表を配布して

いる。

議会報告会の開催状況（令和７年）
議会活動の報告と市民との意見交換を行うため、全議員で開催している。なお、令和７年度

は議会報告会を開催しなかったが、別に広聴活動を行った。
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報 酬 ・ 給 与 等

議員報酬等（平成２１年１２月１日施行）
期末手当（令和８年４月１日施行）

旅費 （令和７年４月1日施行）

費用弁償 １日につき １,０００円（平成２１年４月１日施行）

政務活動費 月額 １２,５００円／人（議員又は会派に交付）（平成２７年５月１日施行）

交際費 議長 ３０万円 [ 参考 ] 市長 ５０万円 、 教育長 １５万円

区 分 報酬（月額）

議 長 ５８９,２００円

副 議 長 ５１５,４００円

常任・議運委員長 ４８０,５００円

議 員 ４７０,６００円

市 長 ９５２,１００円

副 市 長 ７８３,６００円

教 育 長 ７０３,９００円

車 賃 宿 泊 手 当 宿 泊 料

実費 ２,４００円 実費（上限：国家公務員に準拠）

議 員 期 末 手 当

６月期 １．７５月分

１２月期 １．７５月分

―――――――――――――

合 計 ３．５月分

加算率 １５％
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行 政 視 察

所管事務調査（行政視察）旅費 予算額
常 任 委 員 会 １人当たり １３５,０００円

議 会 運 営 委 員 会 １人当たり １３５,０００円（任期中の２年目及び３年目に実施）

広 報 特 別 委 員 会 １人当たり １３５,０００円（任期中の１年目及び２年目に実施）

視察の実施状況

委 員 会 年 月 日 視 察 先 調 査 事 項

総 務 企 画

Ｒ７ . ７ . ２ ２ 東京都杉並区

グリーンインフラ、公園、雨水管理に関する取り組み事業

について

先導的グリーンインフラモデル形成支援事業について

Ｒ７ . ７ . ２ ３ 東京都豊島区

グリーンインフラと公園、防災に関する取り組みについて

行政と地域の協働による公園空間の良好な保全と健全な賑

わいを創出する取組について

Ｒ７ . ７ . ２ ４ 東京都世田谷区 公園設置と管理事業について

市 民 共 生
Ｒ７.１１.１８ 広島県尾道市 地域共生・重層支援の取組について

Ｒ７.１１.１９ 広島県三原市 三原市地域共生社会推進プラットフォームについて

こども文教
Ｒ ７ . ７ . ８ 神奈川県座間市 学校プールの在り方について

Ｒ ７ . ７ . ９ 千葉県佐倉市 学校プール授業の民間委託について

議 会 運 営

Ｒ ７ . ８ . ６ 三重県四日市市 議会基本条例（本会議での討議）について

Ｒ ７ . ８ . ７ 愛知県瀬戸市 議会運営と議会改革の取り組みについて

Ｒ ７ . ８ . ８ 愛知県知立市 議会改革の取り組みについて

広 報 特 別

Ｒ７ . ７ . ２ ８ 和歌山県和歌山市
SNSを活用した議会情報の発信について

議会PR動画について

Ｒ７ . ７ . ２ ９ 大阪府枚方市
議会広報について

議会紹介動画のYouTube等の仕掛けについて

Ｒ７ . ７ . ３ ０ 岡山県倉敷市 SNSを活用した議会の情報発信の取り組みについて



№ 月　日 県市町議会名 人数 調　査　事　項

1 1月27日 佐賀県小城市 14 中学校とのシティズンシップ教育

2 5月13日 宮城県仙台市議会 9 主権者教育（福岡女学院大学との連携事業）

3 5月16日 沖縄県浦添市 1 主権者教育「春日市議会へアタック」

4 5月21日 宮城県岩沼市 6
シティプロモーションによる魅力発信と協働によるま
ちづくりについて

5 7月3日 千葉県浦安市 8
議会改革の取組について
議会基本条例の検証及び議会の災害対応について

6 7月23日 埼玉県戸田市 10 議会広報について

7 8月21日 宮崎県都城市 4
眠育について
「らいん」―学校と家庭地域をつなぐ子どもを育む活
動について

8 10月3日 埼玉県東松山市 6
景観舗装（ストリートプリント）について
春日原駅周辺整備事業について

9 10月6日 大阪府吹田市 12 議会活性化・改革の取組及び議会運営全般について

10 10月9日 長野県佐久市 9 コミュニティ・スクールについて

11 10月14日 東京都調布市 9
西鉄天神大牟田線連続立体交差事業について
西鉄春日原駅周辺整備事業について

12 10月16日 茨城県笠間市 4 議会報告会について

13 10月22日 群馬県太田市 11 シティプロモーションについて

14 10月29日 千葉県市川市 15 福祉ぱれっと館について

15 11月7日 東京都墨田区 11 眠育の推進について

視察来庁団体一覧表（令和７年）
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１６

（令和８年4月1日現在）

職員定数・現員数

※ 市職員数の合計は、４１３人（週５日勤務の法定再任用職員を含む）。

派遣等職員数

区 分 定数（人） 現員数（人）

議会事務局 ７ ６

市長事務部局 ３７１ ３７２

教育委員会事務局 ３５ ２９

監査事務局 ３ ３

選挙管理委員会事務局 ２ ２

農業委員会事務局 １ １

計 ４１９ ４１３

派 遣 先 人数（人）

福岡県自治振興組合 １

福岡都市圏南部環境事業組合 ２

春日大野城衛生施設組合 ２

福岡県市長会 １

社会福祉法人春日市社会福祉協議会 １

計 ７



　一般会計当初予算

予算額（千円） 構成比（％）予算額（千円） 構成比（％）
市　税 15,501,684 33.5 14,703,778 31.8 5.4
分担金及び負担金 217,379 0.5 252,944 0.5 -14.1
使用料及び手数料 580,534 1.3 544,654 1.2 6.6
財産収入 62,420 0.1 49,176 0.1 26.9
寄 附 金 523,204 1.1 332,500 0.7 57.4
繰 入 金 712,858 1.5 765,635 1.7 -6.9
繰 越 金 300,000 0.6 300,000 0.6 0.0
諸 収 入 758,228 1.6 997,469 2.2 -24.0

小　　計 18,656,307.0 40.2 17,946,156.0 38.8 4.0
地方譲与税 199,026 0.4 197,624 0.4 0.7
利子割交付金 33,555 0.1 14,473 0.0 131.8
配当割交付金 140,722 0.3 92,406 0.2 52.3
株式等譲渡所得割交付金 86,353 0.2 82,549 0.2 4.6
法人事業税交付金 203,759 0.4 197,067 0.4 3.4
地方消費税交付金 2,728,865 5.9 2,395,545 5.2 13.9
環境性能割交付金 0 0.0 44,156 0.1 -100.0
国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,630 0.0 2,416 0.0 8.9
地方特例交付金 137,883 0.3 110,704 0.2 24.6
地方交付税 5,369,452 11.6 5,171,917 11.2 3.8
交通安全対策特別交付金 17,522 0.0 18,227 0.0 -3.9
国庫支出金 12,562,456 27.2 10,363,245 22.4 21.2
県支出金 4,479,773 9.7 3,881,765 8.4 15.4
市　債 1,597,500 3.5 1,988,800 4.3 -19.7

小　　計 27,559,496 59.6 24,560,894 53.0 12.2
46,215,803 99.8 42,507,050 91.8 8.7

　歳　　出
年　度 

　区　　分 予算額（千円） 構成比（％）予算額（千円） 構成比（％）
議 会 費 275,090 0.6 282,920 0.7 -2.8
総 務 費 5,372,135 11.7 4,461,906 10.5 20.4
民 生 費 22,578,342 48.9 21,352,692 50.2 5.7
衛 生 費 2,697,075 5.8 2,706,891 6.4 -0.4
労 働 費 35,750 0.1 34,737 0.1 2.9
農林水産業費 126,397 0.3 53,182 0.1 137.7
商 工 費 358,130 0.8 369,516 0.9 -3.1
土 木 費 6,086,152 13.2 5,033,632 11.7 20.9
消 防 費 1,136,668 2.5 1,180,997 2.8 -3.8
教 育 費 4,855,115 10.5 4,397,899 10.3 10.4
災害復旧費 11 0.0 11 0.0 0.0
公 債 費 2,640,876 5.7 2,581,136 6.1 2.3
諸支出金 5,077 0.0 4,854 0.0 4.6
予 備 費 48,985 0.1 46,677 0.1 4.9

合　　計 46,215,803 100.2 42,507,050 99.9 8.7

市　の　財　政

　歳　　入
年　度　 令和８年度 令和７年度

　区　　分

合　　計

令和８年度 令和７年度

増減率
％

増減率
％

自
主
財
源

依
存
財
源
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　特別会計当初予算
　　 （単位：千円）

区　　分 令和８年度 令和７年度 増減率（％）

 国民健康保険事業特別会計 9,971,118 10,095,062 -1.2

 後期高齢者医療事業特別会計 2,200,962 1,968,612 11.8

 介護保険事業特別会計 8,327,311 8,380,764 -0.6

 土地取得事業特別会計 599,696 312,436 91.9

　下水道事業会計当初予算
（単位：千円）

区　　分 令和８年度 令和７年度 増減率（％）

 収入（収益的収入及び資本的収入の合計） 2,719,759 2,908,902 -6.5

 支出（収益的支出及び資本的支出の合計） 3,285,802 3,483,462 -5.7

  1８



　 　

　 　

　

　 　

　

　

　

　 　

　

 　　      　

　　　　   
　　　　　 
 　　　　　
 　　      　

　　　　   
　　　　　 
 　　　　　

　 　

  　　　　 　　　　　　
 　　　　　 　

  　　　　 

  　　      　　　　　 
   　　　　 　

   　　　　

　 　
　　　　　 

　 　

　 　　　　　   　　　　　　 
　

　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　
　

　　　　　 

　

 　　　　　 　　　　　  　　　　　　　
  　　　　 　

　

行政組織図　（令和８年４月１日現在）

議　長  議会事務局  議　事　課  議事担当

市　長 副 市 長  経営企画部  秘書広報課  秘書担当　    

 広報広聴担当

 経営企画課  企画担当　　  

 公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ担当

 財　政　課  財政担当    

 契約担当

デジタル政策課  デジタル政策担当

 総　務　部  総　務　課  総務担当　    

 法制担当

 人　事　課  人事担当

 管　財　課  管財担当

 建築担当

 安全安心課  防犯防災担当

 危機管理担当

 市　民　部  税　務　課  市民税担当

 資産税担当

 収　納　課  収納管理担当

 収納推進担当

 市　民　課  受付戸籍担当

 西出張所

 年金担当

 国保医療課  国保担当　　

 医療担当　　

 地域共生部  福祉支援課  地域福祉担当　　

 障がい福祉担当　　

 人権男女共同参画  人権男女共同参画担当

 高　齢　課  指定指導担当　 

 高齢者支援担当

 介護保険担当　

 健　康　課 健康づくり担当

 保　護　課  保護担当　 
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 協働推進部  地域づくり課  協働推進担当 

 商工農政担当

 環　境　課  環境推進担当

 生活環境担当

 ごみ減量担当

 文化スポーツ課  文化担当

 スポーツ担当

 文化財課  整備活用担当

 調査保存担当

 都市整備部  都市計画課  計画担当

 公園担当

 用　地　課  用地担当

 地籍調査担当

 道路管理課  道路管理担当     

 道路建設担当     

 下水道課  庶務担当      

 施設担当   　

 こども支援部  子育て支援課  こども相談担当

 母子保健担当

 療育担当

 発達支援担当

 こども未来課  こども政策・給付担当

 保育担当

保　育　所  昇町保育所

会計管理者   会 計 課  会計担当

 教 育 長  教　育　部  教育総務課  教育総務担当

 施設ＩＣＴ担当　　　 

 小　学　校

 中　学　校

 学校教育課  学校教育担当

 学校保健担当

 地域教育課  地域教育担当

 監査委員  監査委員事務局  監査担当　

 選挙管理委員会  選管事務局  選挙担当

 農業委員会  農委事務局

２０



〒816 - 8501

福岡県春日市原町3丁目1番地5 春日市議会事務局

TEL092-584-1113 FAX092-584-1146

gikai@city.kasuga.fukuoka.jp

http://www.city.kasuga.fukuoka.jp


